
様式第1 

特 定 施 設 設 置 届 出 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

  筑 西 市 長  殿 

届出者 
氏名又は名称及び住所
並びに法人にあつては
そ の 代 表 者 の 氏 名 

〇〇〇株式会社 
筑西市下中山1－1－1 
代表取締役 筑西 太郎 

  騒音規制法第6条第1項の規定により、特定施設の設置について、次のとおり届け出ま

す。 

工場又は事業場の名
称 

〇〇〇工場 ※ 整 理 番 号   

工場又は事業場の所
在地 

筑西市下中山〇〇 ※ 受理年月日 年  月  日 

工場又は事業場の事
業内容 

（例） 

金属製品製造・加工 
※ 施 設 番 号   

常時使用する従業員
数 

 １５０名 ※ 審 査 結 果   

△騒音の防止の方法 別紙のとおり。 ※ 備 考   

特 定 施 設 の 種 類 型式 公称能力 数 
使用開始時刻 
(時・分) 

使用終了時刻 
(時・分) 

 1- ﾎ 機械プレス AA-A  55ｔ 10 8：00 18：00 

 2 空気圧縮機 BB-B  55ｋｗ 5 6：00 24：00 

            

 備考 1 特定施設の種類の欄には、騒音規制法施行令別表第1に掲げる項番号及びイ、

ロ、ハ等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。 

    2 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、消音器の設置、

音源室内の防音措置、遮音塀の設置等騒音の防止に関して講じようとする措置の

概要を明らかにするとともに、できる限り図面、表等を利用すること。 

    3 ※印の欄には、記載しないこと。 

    4 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本

産業規格A4とすること。 

    

記入例 



別紙1 

 

騒音特定施設の使用及び管理の方法 

騒音特定施設等の種類 

2 空気圧縮機 

設 置 年 月 日  令和〇〇年〇〇月〇〇日 

着 手 予 定 年 月 日 令和〇〇年〇〇月〇〇日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 令和〇〇年〇〇月〇〇日 

年 間 使 用 日 数  〇〇〇日 

使 用 の 季 節 変 動 

（記入例） 

・なし 

・１月～３月のみ稼働  等 

担 当 部 課 

(責任者氏名及び電話番号) 

 ○○〇課 

（責任者：〇〇 〇〇  TEL：〇〇〇〇－〇〇－〇〇〇〇） 

その他参考となるべき事項  （その他補足） 

用 途 地 域 

□第１種低層住居専用地域   □第２種低層住居専用地域 

□第１種中高層住居専用地域  □第２種中高層住居専用地域 

□第１種住居地域       □第２種住居地域 

□準住居地域         □近隣商業地域 

□商業地域          □準工業地域 

□用途地域の指定のない地域  □工業地域 

□工業専用地域 

備考 

1 設置届出の場合には着手予定年月日及び使用開始予定年月日の欄に，使用届出の場合

には設置年月日の欄に，変更届出の場合には設置年月日，着手予定年月日及び使用

開始予定年月日の欄に，それぞれ記載すること。 

 

 

✓ 

記入例 



別紙２ 

騒 音 防 止 の 方 法 

基 

礎 

 

基 盤 設 備 コンクリート基礎 等 

防 振 ゴ ム 有り：防音防振マット（パット） 等 

そ の 他 スプリング防音防振設備 等 

機 

械 

消 音 設 備 消音ボックス、吸音材使用、消音器設置 等 

そ の 他 （その他補足） 

建 

築 

構 

造 

壁体（内外壁） 鉄筋コンクリート造、スレート材 等 

開 口 部 有り：シャッター、天窓 等 

屋 根 （ 天 井 ） 鉄筋コンクリート造、スレート、折板屋根 等 

塀 鉄筋コンクリート造、防音壁 等 

そ の 他 （その他補足） 

使用期間     年  月 ～   年  月（  日／月） 

工事着手予定日   年  月  日 使用開始予定日   年  月  日 

 

 

用 途 地 域 

□第１種低層住居専用地域   □第２種低層住居専用地域  

□第１種中高層住居専用地域  □第２種中高層住居専用地域  

□第１種住居地域       □第２種住居地域 

□準住居地域         □近隣商業地域 

□商業地域          □準工業地域 

□用途地域の指定のない地域  □工業地域 

□工業専用地域 

 

 

特定の騒音防止の方 

法がない場合その理

由、および将来計画を

記入 

（記入例） 

・将来的に（令和○年）に防音壁を設置予定。 

・令和〇年に、防音設備の整った建物を新築移転する予定  等 

必要添付書類                     ﾁｪｯｸ欄 

 ・特定施設の敷地内配置図（特定施設を赤色で表示）   □ 

 ・特定施設を設置する工場（事業場）の付近の見取図   □ 

 ・関係図面（防止対策に関する構造図、表等）      □ 

✓  

記入例  



様式第2 

特 定 施 設 使 用 届 出 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

  筑 西 市 長  殿 

届出者 
氏名又は名称及び住所
並びに法人にあつては
そ の 代 表 者 の 氏 名 

〇〇〇株式会社 
筑西市下中山1－1－1 
代表取締役 筑西 太郎 

  騒音規制法第7条第1項の規定により、特定施設について、次のとおり届け出ます。 

工場又は事業場の名
称 

〇〇〇工場 ※ 整 理 番 号   

工場又は事業場の所
在地 

筑西市下中山〇〇 ※ 受理年月日 年  月  日 

工場又は事業場の事
業内容 

（例） 

金属製品製造・加工 
※ 施 設 番 号   

常時使用する従業員
数 

 １５０名 ※ 審 査 結 果   

△騒音の防止の方法 別紙のとおり。 ※ 備 考   

特 定 施 設 の 種 類 型式 公称能力 数 
使用開始時刻 
(時・分) 

使用終了時刻 
(時・分) 

 1- ﾎ 機械プレス AA-A  55ｔ 10 8：00 18：00 

 2 空気圧縮機 BB-B  55ｋｗ 5 6：00 24：00 

            

 備考 1 特定施設の種類の欄には、騒音規制法施行令別表第1に掲げる項番号及びイ、

ロ、ハ等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。 

    2 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、消音器の設置、

音源室内の防音措置、遮音塀の設置等騒音の防止に関して講じようとする措置の

概要を明らかにするとともに、できる限り図面、表等を利用すること。 

    3 ※印の欄には、記載しないこと。 

    4 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本

産業規格A4とすること。 

  

記入例 



様式第3 

特定施設の種類ごとの数変更届出書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

  筑 西 市 長  殿 

届出者 
氏名又は名称及び住所
並びに法人にあつては
そ の 代 表 者 の 氏 名 

〇〇〇株式会社 
筑西市下中山1－1－1 
代表取締役 筑西 太郎 

  騒音規制法第8条第1項の規定により、特定施設の種類ごとの数の変更について、次の

とおり届け出ます。 

工場又は事業場の名
称 

〇〇〇工場 ※ 整 理 番 号   

工場又は事業場の所
在地 

筑西市下中山〇〇 ※ 受 理 年 月 日 年  月  日 

  

※ 施 設 番 号   

※ 審 査 結 果   

※ 備 考   

特定施設の種類 型式 公称能力 
数 使用開始時刻 使用終了時刻 

変更
前 

変更
後 

変更前 
(時・分) 

変更後 
(時・分) 

変更前 
(時・分) 

変更後 
(時・分) 

1-ﾎ 機械プレス AA-A  100ｔ 1 0 - - - - 

1-ﾎ 機械プレス AA-B  80ｔ 2 2 変更なし 変更なし 17：00 18：00 

2 空気圧縮機 CCC  15ｋｗ 0 5 - 8：00 - 18：00 

 備考 1 特定施設の種類ごとの数に変更がある場合であつても、法第8条第1項ただし書

の規定により届出を要しないこととされるときは、当該特定施設の種類について

は、記載しないこと。 

    2 特定施設の種類の欄には、騒音規制法施行令別表第1に掲げる項番号及びイ、

ロ、ハ等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。 

    3 ※印の欄には、記載しないこと。 

    4 用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 

    

記入例 

新たに追加 

した場合 



様式第4 

騒音の防止の方法変更届出書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

  筑 西 市 長  殿 

届出者 

氏名又は名称及び住所

並びに法人にあつては

そ の 代 表 者 の 氏 名 

〇〇〇株式会社 
筑西市下中山1－1－1 

代表取締役 筑西 太郎 

  騒音規制法第8条第1項の規定により、騒音の防止の方法の変更について、次のとおり

届け出ます。 

工場又は事業場の名
称 

〇〇〇工場 ※ 整 理 番 号   

工場又は事業場の所
在地 

筑西市下中山〇〇 ※ 受 理 年 月 日 年  月  日 

△騒音の防止の方法 

変 更 前 変 更 後 ※ 施 設 番 号   

別紙のとおり。 

※ 審 査 結 果   

※ 備 考   

 備考 1 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、かつ、できる

限り、図面、表等を利用すること。また、変更前及び変更後の内容を対照させる

こと。 

    2 ※印の欄には、記載しないこと。 

    3 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本

産業規格A4とすること。 

   

記入例 



様式第6 

氏 名 等 変 更 届 出 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

  筑西市長  殿 

届出者 
氏名又は名称及び住所
並びに法人にあつては
そ の 代 表 者 の 氏 名 

〇〇〇株式会社 
筑西市下中山1－1－1 
代表取締役 筑西 太郎 

  氏名(名称、住所、所在地)に変更があつたので、騒音規制法第10条の規定により、次

のとおり届け出ます。 

変 更 の
内 容 

変 更 前 代表取締役 日本 太郎 ※ 整 理 番 号   

変 更 後 代表取締役 筑西 太郎 ※ 受理年月日 年  月  日 

変 更 年 月 日 令和〇〇年〇〇月〇〇日 ※ 施 設 番 号   

変 更 の 理 由 代表者変更のため ※ 備 考   

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 

    

記入例 

変更後の名前 



様式第7 

特 定 施設 使用 全廃 届出 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

  筑西市長  殿 

届出者 
氏名又は名称及び住所
並びに法人にあつては
そ の 代 表 者 の 氏 名 

〇〇〇株式会社 
筑西市下中山1－1－1 
代表取締役 筑西 太郎 

  特定施設のすべての使用を廃止したので、騒音規制法第10条の規定により、次のとお

り届け出ます。 

工場又は事業場の名
称 

〇〇〇工場 ※ 整 理 番 号   

工場又は事業場の所
在地 

筑西市下中山〇〇 ※ 受理年月日 年  月  日 

使用全廃の年月日 令和〇〇年〇〇月〇〇日 ※ 施 設 番 号   

使 用 全 廃 の 理 由 工場移転のため 等 ※ 備 考   

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 

    

記入例 



様式第8 

承 継 届 出 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

  筑 西 市 長  殿 

届出者 
氏名又は名称及び住所
並びに法人にあつては
そ の 代 表 者 の 氏 名 

〇〇〇株式会社 
筑西市下中山1－1－1 
代表取締役 筑西 太郎 

  特定施設に係る届出者の地位を継承したので、騒音規制法第11条第3項の規定により、

次のとおり届けます。 

工場又は事業場の名
称 

〇〇〇工場 ※ 整 理 番 号   

工場又は事業場の所
在地 

筑西市下中山〇〇 ※ 受理年月日 年  月  日 

承 継 の 年 月 日 令和〇〇年〇〇月〇〇日 ※ 施 設 番 号   

被 承
継 者 

氏 名 又 は
名 称 

×××株式会社 筑西工場 ※ 備 考 

  住 所 筑西市丙××番地× 

承 継 の 原 因 例)工場譲渡、分社  等 

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 

    

記入例 

承継後事業所等 

承継前 

事業所等 



様式第9 

特定建設作業実施届出書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

  筑 西 市 長  殿 

届出者 
氏名又は名称及び住所
並びに法人にあつては
そ の 代 表 者 の 氏 名 

〇〇〇株式会社 
筑西市下中山1－1－1 
代表取締役 筑西 太郎 

電話番号           TEL０２９６－××－×××× 

  特定建設作業を実施するので、騒音規制法第14条第1項(第2項)の規定により、次のと

おり届け出ます。 

建 設 工 事 の 名 称 〇〇〇〇建設工事 

建設工事の目的に係る施設又は工作物
の種類 

鉄筋コンクリート事務所２階建て 

特 定 建 設 作 業 の 種 類 １ くい打機 

特定建設作業に使用される騒音規制法
施行令別表第2に規定する機械の名称、
型式及び仕様 

〇〇くい打機（△△社製）機器番号×× 

特 定 建 設 作 業 の 場 所 筑西市丙〇〇番地 

特 定 建 設 作 業 の 実 施 の 期 間 
自 令和〇〇年〇〇月〇〇日 
至 令和〇〇年〇〇月〇〇日 

〇〇日間 

特定建設作業の開始及び終了の時刻 

作業開始 作業終了 作 業 日 実働時間 

自   時 至   時   時間 

9：00 17：00 平日６日 ８時間 

騒 音 の 防 止 の 方 法  （具体的方法を記入） 

発注者の氏名又は名称及び住所並びに
法人にあつてはその代表者の氏名 

筑西市○ ○ 番地１ 

○ ○ 株式会社 代表取締役 ○ ○ ○ ○ 

電話番号0 0 0 - 0 0 - 0 0 

届出者の現場責任者の氏名及び連絡場
所 

筑西市△ △ 番地１ 

〇〇〇株式会社  △ △ △ △ △ △ △ △ 

電話番号0 0 0 - 0 0 - 0 0 

下請負人が特定建設作業を実施する場
合は、当該下請負人の氏名又は名称及
び住所並びに法人にあつてはその代表
者の氏名 

筑西市□ □ 番地１ 

□ □ 株式会社 代表取締役 □ □ □ □ 

電話番号0 0 0 - 0 0 - 0 0 

下請負人が特定建設作業を実施する場
合は、当該下請負人の現場責任者の氏
名及び連絡場所 

筑西市□ □ 番地１ 

□ □ 株式会社  ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ 

電話番号0 0 0 - 0 0 - 0 0     

※  受 理 年 月 日   

※  審 査 結 果   

記入例 



 備考 1 この届出書は、騒音規制法施行令別表第2に掲げる特定建設作業の種類ごとに

提出すること。 

    2 特定建設作業の種類の欄には、騒音規制法施行令別表第2に掲げる作業の種類

を記載すること。 

    3 特定建設作業の実施の期間の欄には、その期間中作業をしないこととしている

日がある場合は、作業をしない日を明示すること。 

    4 特定建設作業の開始及び終了の時刻の欄の記載にあたつては、作業の開始時刻

及び終了時刻並びに実働時間が同じである日ごとにまとめてさしつかえない。 

    5 ※印の欄には、記載しないこと。 

    6 用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 

    



要領様式第１号 

 

遅 延 理 由 書 

 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

筑西市長   殿 

 

届出者                     

 

 

 
騒音規制法第6条第1項の規定により提出する特定施設設置届については、設置に

係る工事の開始の日の３０日前までに提出することとなっています。 
しかし、本届出については法令等の知識が不足しており、届出書の提出が遅延し

てしまいました。 
このことをお詫びすると同時に、今後は期限内の届出を厳守しますので、御配慮

のほどよろしくお願いします。 

記入例 


